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事前審査・事前協議の禁止は、
法的拘束力はあるか

禁止条文がないため、
法的拘束力はないと考える
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な
ぜ
町
民
に
情
報
が
伝
わ
り
づ

ら
い
の
か
。
理
由
の
一
端
を
知
っ

て
い
た
だ
き
た
い
た
め
の
質
問
で

す
。Q

重
要
事
案
に

対
し
、
も
っ
と
意
見

交
換
で
き
な
い
か

議
会
軽
視
に
な
ら
な
い

よ
う
意
見
も
う
か
が
う

A質問
３
月
議
会
で
「
ノ
リ
タ
跡

地
の
企
業
誘
致
に
係
る
審

議
過
程
に
お
い
て
、
事
前
審
査
・

事
前
協
議
の
禁
止
と
い
う
思
い
込

み
が
、
議
会
と
執
行
部
の
意
思
疎

通
を
阻
害
し
た
の
で
は
な
い
か
」

と
の
質
問
に
対
し
、
そ
の
後
町
か

ら
規
則
が
示
さ
れ
た
。
そ
こ
で
は

「
全
員
協
議
会
で
は
議
案
の
説
明

に
対
し
質
疑
や
討
論
を
行
う
こ
と

は
、
事
前
協
議
に
該
当
し
行
う
こ

と
は
で
き
な
い
」
と
述
べ
て
い
る
。

こ
れ
は
、
地
方
自
治
法
の
議
会
会

議
公
開
の
原
則
条
文
に
つ
い
て

「
事
前
審
査
・
事
前
協
議
の
禁
止
」

と
い
う
行
政
実
例
で
の
見
解
を
根

拠
に
し
て
い
る
。
そ
れ
を
厳
密
に

運
用
す
れ
ば
、「
議
会
は
、
説
明

　
総
務
省
は
「
行
政
実
例
の
見
解

は
法
的
拘
束
力
は
な
く
、
運
用
は
、

自
治
体
に
委
ね
る
」
と
の
こ
と
。

そ
し
て
「
行
政
運
営
上
の
重
要
問

題
、
企
業
誘
致
や
開
発
行
政
に
関

連
し
た
事
項
等
に
つ
い
て
意
見
を

求
め
る
場
合
も
あ
る
」
と
の
説
明

も
あ
る
。
こ
の
意
見
聴
取
を
も
っ

と
丁
寧
に
行
っ
て
い
た
だ
き
た
い
。

答弁
実
質
審
議
に
な
ら
な
い
よ

う
配
慮
し
た
上
で
、
情
報

交
換
や
意
見
交
換
を
し
、
円
滑
な

町
政
運
営
が
行
え
る
よ
う
意
思
疎

通
に
努
め
た
い
。

を
聞
く
だ
け
で
議
決
を
行
え
」
と

な
る
。
重
要
事
案
に
対
し
、
執
行

部
は
「
説
明
は
し
た
」、
議
会
は

「
町
民
代
表
の
意
見
交
換
の
場
が

な
い
」
と
も
な
る
。

　

従
前
か
ら
国
家
行
政
は
、
エ

リ
ー
ト
で
あ
る
お
役
人
に
よ
っ
て

担
わ
れ
て
き
た
。「
庶
民
は
行
政

に
深
く
口
を
出
さ
ず
、
我
々
に
任

し
て
お
け
ば
良
い
」
と
い
う
風
習

が
制
度
に
反
映
し
て
い
る
の
で
は

な
い
か
、
と
感
じ
る
。
さ
ら
に
、

行
政
実
例
の
日
付
は
昭
和
２５
年
、

戦
後
５
年
し
か
経
っ
て
い
な
い
占

領
軍
Ｇ
Ｈ
Ｑ
支
配
下
で
の
見
解
で

あ
る
。
法
令
に
禁
止
条
文
が
な
い

中
で
「
事
前
協
議
・
事
前
審
査
の

禁
止
」
は
、
こ
れ
を
よ
り
ど
こ
ろ

と
し
て
い
る
。

　
二
元
代
表
制
は
、
議
会
と
執
行

機
関
が
相
互
に
牽
制
し
合
う
「
対

立
の
原
理
」
が
基
本
だ
が
、
戦
後

８０
年
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
も
出
現

し
、
真
実
と
偽
物
の
情
報
が
氾
濫

し
て
い
る
。
変
化
の
ス
ピ
ー
ド
も

早
い
た
め
、
執
行
部
と
議
会
は
、

対
策
が
後
手
後
手
に
な
ら
な
い
よ

う
緊
密
な
連
携
が
必
要
。
町
民
か

ら
は
「
町
は
説
明
不
足
だ
」
と
い

う
意
見
も
あ
る
。

質問 1、地方自治法第 115 条は公開を原則と

するが、公開できない場合もある、という

法律ではないか。

回答：質問の通りであり、また、地方自治法第

115 条での「会議」は、本会議を指してい

るため、委員会・全員協議会は適用され

ない。

質問 2、執行部と議会は意見交換をしてはな

らない、という法律なのか。

回答：115 条は「意見交換をしてはならない」と

いう法律ではない。法的には、議案が提

出されてからのものであり、提出されて

からは、質疑への説明、賛成・反対討論

後、議決のみである

質問 3、意見交換による原案作成や政策立案

はできないという法律か。

質問 4、法律に「事前協議・事前審査の禁止」

という文言が無いのに禁止という制約を

かけることは可能か。

3・4 の回答：直接的回答ではなかったが

「議案審査権」については、第 109 条にて

委員会についての定めで、議案が出てか

らでないと審査は行う事ができない。

質問 5、これらの解釈は法的拘束力がある

のか。

回答：行政実例の見解は、法的拘束力は無

い。

質問 6，議会と執行部は、力を合わせより良

い地方自治を行うための関係ではなく、

議会はことさら執行部に対する監視機能

ばかり強調することになるのではないか。

回答：財産処分については、首長の権限で

ある。

その他個別事案の議会対応は、各自

治体に委ねる。115 条にまで関係する判

断は、町長の判断になる。

『総務省への質問状と回答』
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